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第１章 事業の概要 

 

１．目的 

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律第１０８

号。以下「再エネ特措法」という。）に基づく固定価格買取制度及びＦＩＰ制度（以下

「ＦＩＴ制度等」という。）において、各地方経済産業局（内閣府沖縄総合事務局経済産

業部を含む９カ所）のＦＩＴ制度等担当課が、再生可能エネルギー発電事業計画の認定実

務を担当し、申請書の記載項目や添付書類の確認審査及び認定業務などを行っている。再

エネ特措法の改正に伴う認定基準の厳格化（説明会の申請要件化、関係法令許認可取得の

申請要件化等）、各種運用ルール変更等に伴い、申請内容や制度に関する問い合わせが増

加している。また、再エネ特措法電源種毎にとりまとめられた資源エネルギー庁の事業計

画策定ガイドラインでは、再エネ特措法及び同法施行規則に基づき事業計画の認定の申請

を行う発電事業者及び同法認定事業者（以下「再エネ特措法発電事業者」という。）が、

事業計画作成の初期段階から地域住民との適切なコミュニケーションを図るとともに地域

住民に十分配慮して事業を進めるよう努めることとされているものの、地域との間でトラ

ブルとなっている案件も散見される。 

このため、トラブルが生じている事案については、地域と共生して長期安定的に電力を

供給できるよう、立地自治体と連携し再エネ特措法発電事業者にトラブル収束に向けた取

組を促すとともに、関係法令等への違反が確認された場合には、不適切な事案として厳格

な対応を行う必要がある。更に今後発生しうる不適切な事案を未然に抑止する観点から

も、現状の不適切な事案の発生原因を調査し、不適切な事案の減少に寄与する方策も検討

することが望ましい。 

本事業は、九州経済産業局エネルギー対策課（以下「担当課」という）の再エネ特措法

執行における業務負担を含めた社会全体でのトータルコストの削減、審査の迅速化の実現

及び不適切な事案への対応を円滑化するため、実際に起きている事象から因果関係を捉

え、担当課の継続した業務体制構築に資する業務支援及び改善策の提案・実行・調査を行

うことを目的とする。 
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２．実施概要 

本事業では、担当課における不適切な案件や各種問合せ対応等の業務支援を通じて、発

電事業者の不適切案件情報提供対応（指導・現地確認・情報収集・蓄積）やその対応に係

るスキームの構築・改善点の提案を行った。また、関係自治体との連携強化を図るための

セミナーの開催、自治体向けガイドブックの作成等を行った。 

なお、事業の実施に当たり、担当課と全体方針や計画の策定、進捗の確認、業務支援内

容や現状整理、要員配置調整など担当課と連絡を密にとり、各段階で十分に協議し、決定

した。主な実施概要は以下のとおり。 

 

１．発電事業者の不適切案件情報提供対応 

２．関係自治体との連携強化 

（１）関係自治体との連携強化を図る会議の開催 

（２）自治体向けガイドブックの作成 

 

また、本業務の進捗状況については、月 1回程度の定例会議を開催することで、定期的

に担当課に報告並びに必要な協議を行った（定例会議のほか、必要に応じて適宜オンライ

ン会議等で密に連絡をとり事業を遂行した）。 

 

【定例会議の開催】 

■第 1回：令和 6年 7月 4日    （木）13:30～15:30／オンライン形式 

■第 2回：令和 6年 8月 8日    （木）13:30～15:00／オンライン形式 

■第 3回：令和 6年 9月 11 日   （水）13:30～15:00／オンライン形式 

■第 4回：令和 6年 10月 17日  （木）13:30～15:00／オンライン形式 

■第 5回：令和 6年 11月 15日  （木）13:30～15:50／オンライン形式 

■第 6回：令和 6年 12月 18日  （水）13:00～14:30／オンライン形式 

■第 7回：令和 7年 1月 23 日   （木）13:30～14:30／オンライン形式 

■第 8回：令和 7年 2月 20 日   （木）13:30～14:00／オンライン形式 

■第 9回：令和 7年 3月 19 日   （水）15:00～15:30／オンライン形式 
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第２章 実施内容 

 

１．発電事業者の不適切案件情報提供対応 

認定事業者の発電設備に係る不適切案件情報提供対応（指導・現地確認・情報収集・蓄

積）について、不適切案件等の情報提供（以下、「通報等」という。）を受ける窓口「九州

再エネコールセンター」を設置し、担当課及び窓口に寄せられた通報等に対し、情報収

集・整理をし、通報者や発電事業者、自治体等と連絡を取り、事実確認、原因等を調査し

た上で、担当課へ状況報告と対応方針の相談を行った。 

再エネ特措法（関係法令・条例を含む）又は事業計画策定ガイドラインが遵守されてい

ないおそれがある場合は、対応策の検討及び担当課へ報告・提案を行った上で、担当課の

指示に基づき発電事業者への改善行動を促した（適宜、必要に応じて通報者、自治体等関

係各所に連絡・調整を実施）。改善指導等を行った案件については、指導後の状況を確認

し、担当課に報告した。 

案件ごとの対応状況や不適切案件と判断された案件について、情報収集や通報者・自治

体等関係各所との連絡調整内容、改善指導等の提案内容、指導後の状況など一連の詳細な

レポートは「九州再エネコールセンター案件及び処理連絡一覧」に集約し、担当課への報

告並びに協議用データとして活用した。 

 

（１）認定事業者の発電設備に係る不適切案件等の情報提供を受ける窓口の設置 

弊社内部に電話及びメールにより通報等を受けられる窓口として、「九州再エネコール

センター（以下、「センター」という。）」を設置

した。 

 

名称：九州再エネコールセンター 

期間：令和 6年 7月 1日～令和 7年 3月 24 日 

平日（年末年始を除く）9時～17時まで 

（12時～13時まで休憩時間） 

電話：0120-210-711 

メール：kyu-fit-center@kyushu-saiene.go.jp 

人員体制：1～3名程度 

（専属スタッフ 1名含む） 

  

図表 1-1 窓口開設の案内チラシ 
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図表 1-2 九州経済産業局ホームページにおけるセンター掲載 
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（２）通報等への対応に向けたマニュアル等の整備 

センターへの通報等に対する対応について、担当課と協議の上、対応の手順を「不適切

案件対応マニュアル」（以下、「マニュアル」という）として取りまとめた。また、手順の

円滑な進行、並びに対応事例の蓄積のため、データベースシステムを構築した。 

 

①不適切案件対応マニュアル 

本年度の事業実施体制に基づき、センター及び担当課の役割分担を取り決めた上で、対

応の工程を下記のとおり整理した。 

 

図表 1-3 不適切案件対応の工程 

※本図表では「通報等」を「情報提供」と表記している 

 

 

 

 

  



6 

 

②データベースシステム 

不適切案件対応マニュアルに取り決めた手順を踏まえ、下記構成のデータベースシステ

ムを構築した。 

 

図表 1-4 本業務において構築したデータベースの構成 
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（３）不適切案件対応の状況 

本事業の不適切案件対応の状況・結果は下記のとおりである。 

 

①通報案件一覧 

下記の通報案件に係る対応を実施した。 

 

図表 1-5  本年度発生した不適切案件の一覧（37件） 

No 所在地 出力(kW) 摘要 

1 福岡県 10kW以上 50kW未満 標識の未設置,雑草の繁茂,対話不足 

2 福岡県 10kW以上 50kW未満 柵塀の未設置,標識の未設置 

3 福岡県 10kW以上 50kW未満 標識の情報不足,雑草の繁茂 

4 福岡県 10kW以上 50kW未満 雑草の繁茂 

5 福岡県 10kW以上 50kW未満 柵塀の未設置,標識の未設置 

6 福岡県 10kW以上 50kW未満 柵塀の未設置,標識の未設置 

7 福岡県 10kW以上 50kW未満 標識の未設置,雑草の繁茂 

8 福岡県 10kW以上 50kW未満 標識の未設置,雑草の繁茂 

9 福岡県 
50kW以上 1000kW未

満 
標識の未設置 

10 福岡県 
50kW以上 1000kW未

満 
標識の未設置 

11 福岡県 
50kW以上 1000kW未

満 
対話不足 

12 福岡県 計画段階のため不明 対話不足 

13 福岡県 計画段階のため不明 対話不足 

14 佐賀県 10kW以上 50kW未満 
柵塀の未設置,標識の未設置,雑草の繁茂,土砂

流出,工事残置物の放置 

15 佐賀県 10kW以上 50kW未満 標識の誤情報,対話不足 

16 佐賀県 
50kW以上 1000kW未

満 

柵塀の未設置,標識の未設置,土砂流出,対話不

足,認定事項の逸脱 

17 佐賀県 
50kW以上 1000kW未

満 

柵塀の設置不十分,その他設備の破損,土砂流

出,その他危険な状況の放置,関係法令・条例

違反等,構造強度不足 

18 佐賀県 
50kW以上 1000kW未

満 

標識の誤情報,その他設備の破損,土砂流出,そ

の他危険な状況の放置 
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19 長崎県 
50kW以上 1000kW未

満 

雑草の繁茂,関係法令・条例違反等,認定事項

の逸脱 

20 熊本県 10kW以上 50kW未満 柵塀の設置不十分,標識の未設置 

21 熊本県 10kW以上 50kW未満 柵塀の設置不十分,標識の未設置,雑草の繁茂 

22 熊本県 10kW以上 50kW未満 
柵塀の設置不十分,雑草の繁茂,土砂流出,対話

不足 

23 熊本県 
50kW以上 1000kW未

満 
雑草の繁茂,対話不足 

24 大分県 10kW以上 50kW未満 柵塀の設置不十分,標識の情報不足 

25 大分県 
50kW以上 1000kW未

満 
標識の情報不足 

26 大分県 
1,000kW以上 2,000kW

未満 
対話不足,説明会及び事前周知不適切 

27 宮崎県 10kW以上 50kW未満 柵塀の破損,土砂流出 

28 宮崎県 10kW以上 50kW未満 標識の未設置 

29 宮崎県 10kW以上 50kW未満 標識の誤情報,雑草の繁茂 

30 宮崎県 10kW以上 50kW未満 柵塀の設置不十分,認定事項の逸脱 

31 宮崎県 10kW以上 50kW未満 柵塀の設置不十分,認定事項の逸脱 

32 宮崎県 10kW以上 50kW未満 その他 

33 宮崎県 
1,000kW以上 2,000kW

未満 
標識の未設置 

34 鹿児島県 10kW以上 50kW未満 標識の未設置,パネルの破損,認定事項の逸脱 

35 鹿児島県 10kW以上 50kW未満 

柵塀の破損,標識の未設置,雑草の繁茂,その他

設備の破損,工事残置物の放置,関係法令・条

例違反等,認定事項の逸脱 

36 鹿児島県 10kW以上 50kW未満 柵塀の破損,標識の未設置,土砂流出 

37 鹿児島県 
1,000kW以上 2,000kW

未満 

雑草の繁茂,対話不足,説明会及び事前周知不

適切 
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②現地調査の実施内容 

下記の現地調査を実施した。 

 

図表 1-6  現地調査の一覧（7か所・21 設備） 

No 所在地 摘要 調査内容 

1 熊本県 

（1設備） 

雑草の繁茂,対話不足 ・通報内容の確認 

2 長崎県 

（2設備） 

雑草の繁茂,関係法令・条例違反等,

認定事項の逸脱 等 

・昨年度引継ぎ案件の現状、

及び進捗確認 

3 佐賀県 

（3設備） 

柵塀の設置不十分,その他設備の破

損,土砂流出,その他危険な状況の放

置,関係法令・条例違反等,構造強度

不足 等 

・通報内容の確認 

4 熊本県 

（3設備） 

柵塀の設置不十分,雑草の繁茂,土砂

流出,対話不足 等 

・通報内容の確認 

5 福岡県 

（6設備） 

対話不足,標識の未設置, 柵塀の未

設置 等 

・通報内容の確認 

6 宮崎県 

（5設備） 

柵塀の破損,土砂流出,認定事項の逸

脱 等 

・通報内容の確認 

7 鹿児島県 

（1設備） 

柵塀の破損,標識の未設置,雑草の繁

茂,その他設備の破損,工事残置物の

放置,関係法令・条例違反等,認定事

項の逸脱 

・通報内容の確認 
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③「地域共生再生可能エネルギー発電設備導入実態調査事業」により抽出された案件の対

応 

資源エネルギー庁及び経済産業省の実施する「地域共生再生可能エネルギー発電設備導

入実態調査事業」において抽出された案件に係る対応を下記のとおり実施した。 

 

１）調査結果通知書の送付先の確認 

担当課より提供を受けた調査結果通知書、及びその発送先リストに基づき、リストに記

載された発送先の確認を電話連絡により実施した。 

■発送先の確認実施件数（確認の出来なかったものを含む）：143 件 

 

２）調査結果通知書の郵送 

発送先の確認できた送付先に対して、調査結果通知書を発送した。 

■発送数：86件 

 

３）案件対応 

発送した案件のうち、発電事業者からの対応報告の必要とされる案件、または必要でな

くとも対応報告のあった案件について、対応報告の授受や問合せ対応等の案件対応を実施

した。 

■対応数：51件 
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（４）不適切案件の分析 

本年度発生した不適切案件について、発生地点や各種属性等に関する集計と分析を実施

した。 

※分析対象は、令和 6年 7月 1日から令和 7年 3月 19日の間で発生した案件である。ま

た、「地域共生再生可能エネルギー発電設備導入実態調査事業」により抽出された案件

は分析対象としていない。 

 

①発生地域の分布 

・すべての県で通報案件が発生した。 

 

②属性別の整理 

〔通報（情報提供）の経緯〕（単一選択） 

・「直接（近隣住民等）」（45.9%）が最も多く、「代行（自治体）」(21.6%)、「代行（局）」

（18.9%）と続いた。 

・「直接（近隣住民等）」の中には自治体からCC窓口を紹介されたケースが複数有り、自

治体が対処に困っている状況が散見された。 

 

図表 1-7  通報（情報提供）の経緯（表・グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔発電出力〕（単一選択） 

・「10kW以上 50kW未満」（62.2%）が最も多く、「50kW以上 1000kW未満」（21.6%）が

続いた。 

図表 1-8  発電出力（表・グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

     

    

     

     

                              

代行（局）

代行（自治体）

代行（その他 共 体）

直接（近隣住民等）

現地調査

情報提供の経緯（情報提供者の属性）

    

     

     

    

    

    

                              

    未満

    以上    未満

    以上      未満

      以上      未満

      以上

設備情報なし

発電出力

〇情報提供の経緯（情報提供者の属性） n= 37

No 項目 実数 割合

1 代行（局） 7 18.9%

2 代行（自治体） 8 21.6%

3 代行（その他公共団体） 0 0.0%

4 直接（近隣住民等） 17 45.9%

5 現地調査 5 13.5%

37 100.0%計

〇発電出力 n= 37

No 項目 実数 割合

1 10kW未満 0 0.0%

2 10kW以上50kW未満 23 62.2%

3 50kW以上1000kW未満 8 21.6%

4 1000kW以上2000kW未満 3 8.1%

5 2000kW以上 1 2.7%

6 設備情報なし 2 5.4%

37 100.0%計
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〔事業者の所在地〕（単一選択） 

・発電事業者においては、37.8%が「同県内」に、16.2%が「九州内（県外）」、13.5%が

「ごく近隣」に所在した。首都圏（10.8%）や関西（8.1%）の発電事業者も一定存在す

る。 

・保守点検責任者においては、「同県内」「九州内（県外）」にそれぞれ 27.0%が所在した。

首都圏（10.8%）や関西（8.1%）の保守点検責任者も一定存在する。 

 

図表 1-9  事業者の所在地（表・グラフ） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔設備の運営方法〕（単一選択） 

・「個人による委託運営」(37.8%)が最も多く、「専門事業者による直接運営」（16.2%）、

「非専門事業者による委託運営」「個人による直接運営」（共に 10.8%）と続いた。 

 

 

図表 1-10  設備の運営方法（表・グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

     

     

     

    

     

    

    

    

     

     

    

     

    

     

              

ごく近隣

同県内

九州内（県外）

九州外（関西）

九州外（首都圏）

九州外（その他）

不明

事業者の所在地

発電事業者 保守点検責任者

※「専門事業者」とは再エネ関連事業を軸としている事業
者をイメージしており、自社HP等においてそのよう
に標榜している場合に判定している。 

     

    

    

     

     

     

    

     

    

              

専門事業者による直接運営

専門事業者による委託運営

非専門事業者による直接運営

非専門事業者による委託運営

個人による直接運営

個人による委託運営

その他

判定でき 

事業者情報なし

設備の運営方法

〇事業者の所在地 n= 37

実数 割合 実数 割合

1 ごく近隣 5 13.5% 1 2.7%

2 同県内 14 37.8% 10 27.0%

3 九州内（県外） 6 16.2% 10 27.0%

4 九州外（関西） 3 8.1% 3 8.1%

5 九州外（首都圏） 4 10.8% 4 10.8%

6 九州外（その他） 2 5.4% 0 0.0%

7 不明 3 8.1% 9 24.3%

37 100.0% 37 100.0%

発電事業者 保守点検責任者
項目No

計

〇設備の運営方法 n= 37

No 項目 実数 割合

1 専門事業者による直接運営 6 16.2%

2 専門事業者による委託運営 1 2.7%

3 非専門事業者による直接運営 3 8.1%

4 非専門事業者による委託運営 4 10.8%

5 個人による直接運営 4 10.8%

6 個人による委託運営 14 37.8%

7 その他 0 0.0%

8 判定できず 5 13.5%

9 事業者情報なし 0 0.0%

37 100%計
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〔不適切性〕（複数選択） 

・「柵塀」関連（下表 01-1～3）が 40.5%、「標識」関連（下表 01-4～7）が 62.1%であ

り、多くの不適切案件にこれらの項目が含まれている。 

・メンテナンス関連（下表 2-1～6）においては、「02-1_雑草の繁茂」（35.1%）が最も多

く、「02-4_土砂流出」（18.9%）と続く。 

・上記以外では、「04_対話不足」（27.0%）、「12_認定事項の逸脱」（16.2%）が目立つ。今

年度より導入された説明会及び事前周知措置に係る、「11_説明会及び事前周知不適切」

は 5.4%であった。 

・「その他」の内容は下記のとおり。 

－認定申請に当たり、不本意に名義を使われ、発電事業者として登録されてしまってい

る。 

 

図表 1-11  不適切性（表・グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

     

     

    

     

    

    

    

     

    

    

     

    

    

    

     

    

    

    

    

    

    

    

     

    

                   

     柵塀の未設置

     柵塀の設置不十分

     柵塀の破損

     標識の未設置

     標識の誤情報

     標識の情報不足

     標識の破損

     雑草の繁茂

     パネルの破損

     その他設備の破損

     土砂流出

     工事残置物の放置

     その他危険な状況の放置

     

   対話不足

   関係法令・条例違反等

   構造強度不足

   パネル 散

   未  措置 れ

       断増設

   分割・土地 原

   説明会及び事前周知不適切

   認定事項の逸脱

   その他

不適切性
〇不適切性 n= 37

No 項目 実数 割合

1 01-1_柵塀の未設置 5 13.5%

2 01-2_柵塀の設置不十分 7 18.9%

3 01-3_柵塀の破損 3 8.1%

4 01-4_標識の未設置 17 45.9%

5 01-5_標識の誤情報 3 8.1%

6 01-6_標識の情報不足 3 8.1%

7 01-7_標識の破損 0 0.0%

8 02-1_雑草の繁茂 13 35.1%

9 02-2_パネルの破損 1 2.7%

10 02-3_その他設備の破損 3 8.1%

11 02-4_土砂流出 7 18.9%

12 02-5_工事残置物の放置 2 5.4%

13 02-6_その他危険な状況の放置 2 5.4%

14 03_廃棄 0 0.0%

15 04_対話不足 10 27.0%

16 05_関係法令・条例違反等 3 8.1%

17 06_構造強度不足 1 2.7%

18 07_パネル飛散 0 0.0%

19 08_未稼働措置逃れ 0 0.0%

20 09_太陽光無断増設 0 0.0%

21 10_分割・土地権原 0 0.0%

22 11_説明会及び事前周知不適切 2 5.4%

23 12_認定事項の逸脱 6 16.2%

24 99_その他 1 2.7%

89計
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③不適切案件の分析 

・不適切案件の多くは近隣住民によって発見され、自治体への相談の末、CCに通報が為

された。 

・発電出力別に見ると、10kW以上 50kW未満の設備が最も多く、50kW以上の設備の倍

であった（ただし、九州地域全体の設備件数を考えると、前者が多数潜在している可能

性がある）。 

・発電事業者は近く（同県内）に、保守点検責任者はやや遠く（同県外以遠）に所在して

いる傾向が見られた。 

・設備の運営方法を見ると、法人においては直接運営、個人においては委託運営している

場合が多かった。なお、発電事業者の所在地について、法人運営の場合は 6割、個人運

営の場合は 8割が九州管内に所在した。 

・不適切性を見ると、「柵塀」「標識」「メンテナンス」関連の問題が最も多い。これらは

ガイドライン違反として指摘しやすい問題である。ただし、これら問題が単体で発生す

ることは少なく、全体の半数近くが対応の困難な不適切性を抱える問題（「対話不足」

「関係法令・条例違反」「認定事項の逸脱」等）を複合していた（37件の案件のうち、

「柵塀・標識」「メンテナンス」関連の不適切性しか含まない案件は 20 件であった）。 
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（５）不適切案件対応の分析 

センターにおいて実施した不適切案件対応について、対応方法や対応に掛かった連絡回

数について、集計と分析を実施した。 

対応方法については、R5年度事業において実施した「不適切案件等を含む問い合わせ・

情報提供への対応に係るスキームの構築及び提案」における、「不適切案件対応の類型」

に基づき、集計と分析を実施した。 

 

図表 1-12  不適切案件対応の類型（図・表） 

 

 

※分析対象は、令和 6年 7月 1日から令和 7年 3月 19日の間で発生した対応である。37

件中 31 件が対応を継続中であり、実際の連絡回数は今後増加することに注意が必要で

ある。また、「地域共生再生可能エネルギー発電設備導入実態調査事業」により抽出さ

れた案件に係る対応は分析対象としていない。 
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①不適切案件対応の類型（単一選択） 

・「類型①マニュアル対応」（62.2%）が最も多く、「類型②国による対応要請」(21.6%)、

「類型③コミュニケーション支援」（13.5%）、「類型④個別調査対応」（2.7%）であっ

た。 

 

図表 1-13  不適切案件対応の類型（表・グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◯不適切案件対応の類型 n= 37

No 連絡回数 案件数 割合

1 類型①マニュアル対応 23 62.2%

2 類型②国による対応要請 8 21.6%

3 類型③コミュニケーション支援 5 13.5%

4 類型④個別調査対応 1 2.7%

37 100%合計
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②不適切案件対応の類型別の 1件あたりの対応に要した連絡回数 

・全体の平均値は 15.45 回であり、15回未満が 62.2%だった。 

・類型①マニュアル対応では、平均値は 13.26 回、15回未満が 65.2%だった。 

・類型②国による対応要請では、平均値は 16.62 回、15 回未満が 62.5%だった。 

・類型③コミュニケーション支援では、平均値は 25 回、15 回未満が 40%だった。 

・類型④個別調査対応は、今年度は 1件のみであり発生日が 3月以降、かつ対応中である

ため、参考にしにくい。 

 

図表 1-14  「不適切案件対応の類型」別の 1件あたりの対応に要した連絡回数 

（表・グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    

     

     

     

     

      

  回    回      回      回      回      回      回      回      回      回   回 

類型ごとの対応に要した連絡回数

全体 類型 マニュアル対応 類型 国による対応要請

類型 コミュニケーション支援 類型 個別調査対応

○類型ごとの連絡回数 ｎ= 37

案件数 割合 案件数 割合 案件数 割合 案件数 割合 案件数 割合

1 ~4回 6 16.2% 4 17.4% 0 0.0% 2 40.0% 0 0.0%

2 5~9回 6 16.2% 4 17.4% 1 12.5% 0 0.0% 1 100.0%

3 10~14回 11 29.7% 7 30.4% 4 50.0% 0 0.0% 0 0.0%

4 15~19回 5 13.5% 4 17.4% 1 12.5% 0 0.0% 0 0.0%

5 20~24回 3 8.1% 3 13.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

6 25~29回 2 5.4% 0 0.0% 1 12.5% 1 20.0% 0 0.0%

7 30~34回 2 5.4% 0 0.0% 1 12.5% 1 20.0% 0 0.0%

8 35~39回 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

9 40~44回 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

10 45~49回 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

11 50回~ 2 5.4% 1 4.3% 0 0.0% 1 20.0% 0 0.0%

37 100.0% 23 100.0% 8 100.0% 5 100.0% 1 100.0%合計

類型④個別調査対応
連絡回数No

全体 類型①マニュアル対応 類型②国による対応要請 類型③コミュニケーション支援
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③不適切案件対応の分析 

・類型①マニュアル対応及び、類型②国による対応要請に係る案件は全体の 8割を占め、

対応の負担も連絡回数ベースで平均値以下の回数となっている場合が 6割を占める。こ

れらの類型は共に法令違反が明確なものであり、マニュアルの整備やノウハウの蓄積が

しやすく、今後も対応の効率が高まっていくものと思われる。 

・類型③コミュニケーション支援及び、類型④個別調査対応は残りの 2割を占める。これ

らの類型は、共に法令違反に当たるか不確かなものである。 

・類型③コミュニケーション支援では、今年度は 5つの案件があり、対応回数は多い順に

60 回、33 回、27回、4回、1回となっている。前 3者は、設置済の設備に対して近隣

住民が問題意識を抱いているものであり、発電事業者への不信感等が生じていることか

ら、連絡回数が多くなっている。後 2者は計画段階の設備に対して不安を感じている案

件であり、具体的な問題が生じているわけではないため、連絡回数が少なくなってい

る。 

・類型④個別調査対応は今年度 1件のみの発生であった。3月以降の発生であり、特殊な

案件であるため、担当課の判断を仰ぎながら対応を行っている所である。 

・以上のことから、今後の不適切案件対応に対しては、類型①及び②を適用するべき案件

の抽出、及び対応体制の整備・効率化がま 推進されるべきと考える。今年度実施され

た「地域共生再生可能エネルギー発電設備導入実態調査事業」はその一環であり、こう

いった取組により、不適切案件の大部分への対応が出来るものと思われる。一方で、類

型③及び④を適用するべき案件は、近隣住民等の不安や苦痛が大きくなりやすく、対応

の困難なトラブルに発展する場合も多いと思われる。こちらの抽出・対応に係る施策

も、併せて検討していくことが求められると考える。 
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（６）不適切案件の通報等に対する効率的・効果的な対応方法・提案 

今年度のセンター運用経験を踏まえて、担当課、及び担当課とセンターの連携体制にお

ける効率的・効果的な対応方法について提案する。 

 

①担当課による対応 

1 つの機関における不適切案件の対応に係る効率的・効果的な対応方法の骨子は、昨年

度事業である「令和 5年度固定価格買取制度等の効率的・安定的な運用のための業務（九

州経済産業局の固定価格買取制度等における事業計画実施等の適正化事業）」において構

築した、「スキーム構築に係る提案書」及びその添付資料に示すとおりである。 

今年度は昨年に引き続き、当該骨子を踏まえて下記の機能を持ったシステムを構築・運

用した。 

■センターの構築・運用したシステムの機能 

・不適切案件の情報蓄積 

・不適切案件対応の進捗管理と履歴の蓄積 

・担当課との連携に適切な帳票類の出力 

上記のうち、「担当課との連携に適切な帳票類」については、「〔別添納品物〕九州再エ

ネコールセンター案件及び処理連絡一覧（通報案件）」及び、「〔別添納品物〕九州再エネ

コールセンター案件及び処理連絡一覧（「地域共生再生可能エネルギー発電設備導入実態

調査事業」により抽出された案件）」に示すとおりである。 

当該帳票は、今年度のセンター運用を踏まえて不適切案件対応に必要な項目を取りまと

めていると共に、Microsoft office や Microsoft teams で扱うことが可能な形式となって

おり、センターのシステムを介さ とも、それらのアプリケーションを用いて更新や修正

が容易なものとして整備した。 

 

②担当課とセンターの連携体制における対応 

今年度の不適切案件対応に当たり、センターでは担当案件に係る対応の履歴を蓄積し、

定期的に担当課に報告するという形でセンターの対応状況を担当課が把握した。一方で、

担当課においても対応している案件があり、センターに担当課の案件が引き継がれたり、

逆にセンターから担当課に案件が引き継がれたりすることがあった。また、個別案件の対

応相談や完了確認は、都度個別の連絡により対応していた。 

このような連携をよりスムーズにするため、両機関の担当案件を日ごろから共有する体

制を提案する。このメリットは、担当課において全体の案件管理が容易になることであ

り、両者間の案件の引継ぎや、案件の対応相談、完了確認を、日々の情報共有の中でスム

ーズに実施出来ることである。 

このような連携に当たっては、担当課とセンター間の情報のやり取りを、出来るだけ頻

繁に行えるようにすることが必要である。 

1 例として、担当課と当センターの案件管理に係る帳票を統一し、数日～1週間程度のペ

ースでそれを交換し合うことで、最新の情報を共有し合う連携体制を提案する。  
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２．関係自治体との連携強化 

九州管内の関係自治体との連携強化を図るため、計 3回の「再エネ電源設備の適正

な導入に関する関係自治体連携強化セミナー（連携強化セミナー）」を開催するとと

もに、地域で発生した   発電事業のトラブル等に対して、自治体に対応いただく

際の参考となる情報「自治体向けガイドブック」を作成した。 

 

（１）関係自治体との連携強化を図る会議の開催 

自治体と連携した再エネ特措法に基づく再エネ設備の適正な導入を目的に、計 3

回のセミナーを開催した。 

 

①開催概要 

名称：再エネ電源設備の適正な導入に関する関係自治体連携強化セミナー 

（連携強化セミナー） 

形式：対面とオンラインによるハイブリッド開催 

定員：20～30名程度 

 

【第 1回（福岡）】 

日時：令和６年 10月 28日（月）13 時 30分～16時 

会場：A.R.K ビル 貸会議室「大ホール（会議室 A及びB）」 

（福岡市博多区博多駅東 2丁目 17-5 2 階） 

 

【第 2回（鹿児島）】 

日時：令和６年 10月 29日（火）13 時 30分～16時 

会場：Li-Ka1920「貸会議室 A」 

（鹿児島県鹿児島市中央町 19-40 5 階） 

 

【第 3回（福岡）】 

日時：令和６年 11月 25日（月） 

第一部：13 時 30分～14時 40分 

第二部：15 時 00分～16時 30分 

会場：A.R.K ビル 貸会議室「大ホール（会議室 A及びB）」 

（福岡市博多区博多駅東 2丁目 17-5 2 階） 
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②開催準備 

１）九州管内全自治体の再エネ特措法担当者名簿の作成（登録情報の追加更新等） 

内容：九州各県の自治体登録情報について、部署や担当者の変更や追加など、更

新情報について取りまとめ、リストの更新を行った。 

提出日：令和 6年 11月 19 日（火） 

 

２）開催案内の発送及び参加者の取りまとめ 

発送方法：上記「１）」担当者名簿登録のメールアドレスに発送 

発送日： 

・9月 19日（木）：第 1回、第 2回 

・10月 3日（木）：第 1回、第 2回（九州経済産業局から送信） 

・10月 18 日（金）：第 1回、第 2回（〆切延長、九州経済産業局から送信） 

・10月 25 日（金）：第 3回（九州経済産業局から送信） 

・11月 11 日（月）：第 3回（九州経済産業局から送信） 

・11月 15 日（金）：第 3回（〆切延長、九州経済産業局から送信） 

申込方法：電子メール 

ウェブ上の応募フォーム 

 

③開催結果 

１）開催概要 

【第 1回（福岡）】 

出席者：会場 12 名、オンライン 34名 計 46 名 

出席自治体数：39自治体 

【第 2回（鹿児島）】 

出席者：会場５名、オンライン 24名 計 29 名 

出席自治体数：24自治体 

【第 3回（福岡）】 

出席者：第一部：会場 13名、オンライン 24名 計 37名 

第二部：会場 11 名（※オンラインなし、会場のみ） 

出席自治体数：第 1部：27 自治体 

第 2部：9自治体 
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２）プログラム 

【第 1回（福岡）、第 2回（鹿児島）】 

ア 開会挨拶 

／九州経済産業局 

イ 地域と共生した再エネの最大限導入に向けて 

／資源エネルギー庁 

・再生可能エネルギーを巡る状況 

・再エネ導入における課題～地域共生～ 

・自治体の方々との情報連携の強化に向けて 

ウ 九州地域の再エネ導入状況について 

／九州経済産業局 

・ＦＩＴ認定の状況（全国、九州、各県） 

・相談窓口の設置について 

エ トークセッション 

（ⅰ）グッドプラクティス事例のご紹介 

【福岡会場】福岡県みやま市様・長崎県雲仙市様 

【鹿児島会場】宮崎県都農町様・鹿児島県阿久根市様 

（ⅱ）トークセッション 

オ 閉会 

※イ、ウ、エの各プログラム後に質疑応答の時間あり 

 

【第 3回（福岡）】 

〔第一部〕 

ア 開会挨拶 

／九州経済産業局 

イ 特別講演『自治体と再生可能エネルギーの共生』 

／神山 智美 先生（国立大学法人富山大学 経済学部 経済経営学科 教授） 

・国内再エネ施策の動向を踏まえた、目指すべき今後の方向性 

・再エネ特措法の改正を踏まえた、自治体における対応方法（事前相談や説明

会対応における自治体の立ち位置、既存の条例やガイドラインの見直しの必

要性等） 

・地域特性を活かした再エネと地域との共生とトラブル回避のポイント（取組

事例など含む） 

ウ 名刺交換会（対象：現地参加者のみ） 

・講師の神山先生や当局、参加自治体の皆さまとの交流を目的とした名刺交換

会 

※イのプログラム後に質疑応答の時間あり 
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〔第ニ部〕 

エ 自治体向け不適切案件対応ガイドブック（仮）及び原稿案について 

オ 意見交換 

・ガイドブック及び原稿案の内容に関するご意見やアイデア 

・再エネ推進、不適切案件対応に係るご意見やアイデア 

 

３）配布資料 

【第 1回（福岡）、第 2回（鹿児島）】 

・次第 

・【資料 1】地域と共生した再エネの最大限導入に向けて（資源エネルギー庁） 

・【資料 2】九州地域の再エネ導入状況について（九州経済産業局） 

・【資料 3】みやま市のエネルギーの地産地消に向けた活動（みやま市） 

・【資料 4】雲仙市における温泉発電事業と地熱資源保護・活用事業の取り組み

（雲仙市） 

・【資料 5】   発電を活用した地産地消のまちづくりについて（都農町） 

・【資料 6】阿久根地域マイクログリッド事業（阿久根市） 

・【参考資料】九州再エネコールセンター情報提供窓口開設のご案内チラシ 

※グッドプラクティス話題提供資料は、福岡会場が資料 3及び 4、鹿児島会場

が資料 5及び 6 

 

３）配布資料 

【第 3回（福岡）】 

・次第 

・【資料 1】「自治体と再生可能エネルギーの共生」 

・【資料 2】説明会開催要件に該当する「自然環境・景観の保護等を目的とする条

例」を考える 

・【資料 3】再エネの地域共生を考える―条例施行規則と説明会開催報告書様式か

ら 
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４）会場別登壇者一覧 

【第 1回（福岡）】※敬称略 

開会挨拶 九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課 

／課長補佐 田中 幸仁 

地域と共生した再エネの

最大限導入に向けて 

資源エネルギー庁 

省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課 再生可能エ

ネルギー推進室／課長補佐 館村 宥紀 

九州地域の再エネ導入状

況について 

九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課／係長 岡 達彦 

トークセッション 

（グッドプラクティス） 

みやま市 環境政策課／参与 古田 稔 

雲仙市 環境水道部環境政策課 ／参事補 佐々木 裕 

 

【第 2回（鹿児島）】※敬称略 

開会挨拶 九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課 

／課長補佐 日野 紀良 

地域と共生した再エネの

最大限導入に向けて 

資源エネルギー庁 

省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課 再生可能エ

ネルギー推進室／課長補佐 館村 宥紀 

九州地域の再エネ導入状

況について 

九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課 

／係員 今村 亜裕美 

トークセッション 

（グッドプラクティス） 

都農町 企画課 ／主事 永友 優平 

株式会社エネウィル 地域エネルギー事業部 

（Miraiつのエナジー 株式会社兼務）／宇高 大造 

阿久根市 企画推進課／課長補佐 岩下 亮一 

 

【第 3回（福岡）】※敬称略 

開会挨拶 九州経済産業局 

資源エネルギー環境部 エネルギー対策課 

／課長 永谷 圭市 

特別講演 国立大学法人富山大学 経済学部 経済経営学科 

／教授 神山 智美 
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５）会場風景 

【第 1回（福岡）】 
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【第 2回（鹿児島）】 
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【第 3回（福岡）】 

第一部 
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６）アンケートの実施、収集及び取りまとめ 

【第 1回（福岡）、第 2回（鹿児島）】 

・調査対象：連携強化セミナー参加者 

・調査方法：ウェブ形式 

・回収率：第 1回（福岡）25.5％、第 2回（鹿児島）58.8％ 

 

図表 2-1 ［第１・２回］連携強化セミナー_アンケート集計結果 
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【第 3回（福岡）】 

・調査対象：連携強化セミナー参加者（※第一部参加者のみ対象） 

・調査方法：ウェブ形式 

・回収率：51.4％ 

 

図表 2-2 ［第３回］連携強化セミナー_アンケート集計結果 
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（２）自治体向けガイドブックの作成 

九州管内の関係自治体との連携強化を図るため、地域で発生した   発電事業

のトラブル等に対して、自治体に対応いただく際の参考となる情報「自治体向けガ

イドブック」を作成した。 

 

図表 2-3 自治体向けガイドブック 
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以上 



（様式２）

頁 図表番号
3 図表1-1
4 図表1-2 
5 図表1-3 
6 図表1-4 
7 図表1-5 
9 図表1-6 
11 図表1-7
11 図表1-8
12 図表1-9
12 図表1-10
13 図表1-11
15 図表1-12
16 図表1-13
17 図表1-14
28 図表2-1 
35 図表2-2 
38 図表2-3

受注事業者名 株式会社地域計画建築
研究所

本年度発生した不適切案件の一覧（37件）

タイトル

不適切案件対応の類型（表・グラフ）

窓口開設の案内チラシ
九州経済産業局ホームページにおけるセンター掲載

不適切案件対応の工程
本業務において構築したデータベースの構成

［第３回］連携強化セミナー_アンケート集計結果
自治体向けガイドブック

現地調査の一覧（7か所・21設備）
通報（情報提供）の経緯（表・グラフ）

発電出力（表・グラフ）

二次利用未承諾リスト

設備の運営方法（表・グラフ）
不適切性（表・グラフ）

委託事業名 令和6年度固定価格買取制
度等の効率的・安定的な運用のための
業務（九州経済産業局の固定価格買取
制度等における事業計画実施等の適正
化事業）

［第１・２回］連携強化セミナー_アンケート集計結果

事業者の所在地（表・グラフ）

不適切案件対応の類型（図・表）

「不適切案件対応の類型」別の1件あたりの対応に要した連絡回数（表・グラフ）


